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グロ ーバル化と外国人の法律問題

明治大学法曹会

弁護士 奥野 大作
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4 在留資格一覧表及び在留期間一覧表

（1）在留資格一覧表

入管法別表第一（第二条の二、第十九条関係）

本邦において貿易その他の事業の経営を開始し若しくは本邦におけるこれらの事
業に投資してその経営を行い若しくは当該事業の管理に従事し又は本邦において
これらの事業の経営を開始した外国人（外国法人を含む。以下この項において同
じ。）若しくは本邦におけるこれらの事業に投資している外国人に代わつてその
経営を行い若しくは当該事業の管理に従事する活動（この表の法律・会計業務の
項の下欄に掲げる資格を有しなければ法律上行うことができないこととされてい
る事業の経営若しくは管理に従事する活動を除く。） 

本邦において行うことができる活動 

投 資 ・ 経 営

外国法事務弁護士、外国公認会計士その他法律上資格を有する者が行うこととさ
れている法律又は会計に係る業務に従事する活動 

法 律 ・ 会 計
業 務  

在 留 資 格

日本国政府が接受する外国政府の外交使節団若しくは領事機関の構成員、条約若
しくは国際慣行により外交使節と同様の特権及び免除を受ける者又はこれらの者
と同一の世帯に属する家族の構成員としての活動 

本邦において行うことができる活動 

外 交  

日本国政府の承認した外国政府若しくは国際機関の公務に従事する者又はその者
と同一の世帯に属する家族の構成員としての活動（この表の外交の項の下欄に掲
げる活動を除く。） 

公 用  

本邦の大学若しくはこれに準ずる機関又は高等専門学校において研究、研究の指
導又は教育をする活動 

教 授  

収入を伴う音楽、美術、文学その他の芸術上の活動（二の表の興行の項の下欄に
掲げる活動を除く。） 

芸 術  

外国の宗教団体により本邦に派遣された宗教家の行う布教その他の宗教上の活動 宗 教  

外国の報道機関との契約に基づいて行う取材その他の報道上の活動 報 道  

在 留 資 格

一

二
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医師、歯科医師その他法律上資格を有する者が行うこととされている医療に係る
業務に従事する活動 

医 療  

本邦の公私の機関との契約に基づいて研究を行う業務に従事する活動（一の表の
教授の項の下欄に掲げる活動を除く。） 

研 究  

本邦の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、盲学校、聾学校、養護学校、
専修学校又は各種学校若しくは設備及び編制に関してこれに準ずる教育機関にお
いて語学教育その他の教育をする活動 

教 育  

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う理学、工学その他の自然科学の分野に
属する技術又は知識を要する業務に従事する活動（一の表の教授の項の下欄に掲
げる活動並びにこの表の投資・経営の項、医療の項から教育の項まで、企業内転
勤の項及び興行の項の下欄に掲げる活動を除く。） 

技 術  

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う法律学、経済学、社会学その他の人文
科学の分野に属する知識を必要とする業務又は外国の文化に基盤を有する思考若
しくは感受性を必要とする業務に従事する活動（一の表の教授の項、芸術の項及
び報道の項の下欄に掲げる活動並びにこの表の投資・経営の項から教育の項まで、
企業内転勤の項及び興行の項の下欄に掲げる活動を除く。） 

人 文 知 識 ・
国 際 業 務  

本邦に本店、支店その他の事業所のある公私の機関の外国にある事業所の職員が
本邦にある事業所に期間を定めて転勤して当該事業所において行うこの表の技術
の項又は人文知識・国際業務の項の下欄に掲げる活動 

企 業 内 転 勤

演劇、演芸、演奏、スポーツ等の興行に係る活動又はその他の芸能活動（この表
の投資・経営の項の下欄に掲げる活動を除く。） 

興 行  

本邦の公私の機関との契約に基づいて行う産業上の特殊な分野に属する熟練した
技能を要する業務に従事する活動 

技 能  

ろう 

収入を伴わない学術上若しくは芸術上の活動又は我が国特有の文化若しくは技芸
について専門的な研究を行い若しくは専門家の指導を受けてこれを修得する活動
（四の表の留学の項から研修の項までの下欄に掲げる活動を除く。） 

本邦において行うことができる活動 

文 化 活 動  

本邦に短期間滞在して行う観光、保養、スポーツ、親族の訪問、見学、講習又は
会合への参加、業務連絡その他これらに類似する活動 

短 期 滞 在  

在 留 資 格

三
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法務大臣が永住を認める者 

本邦において有する身分又は地位 

永 住 者  

日本人の配偶者若しくは民法（明治二十九年法律第八十九号）第八百十七条の二
の規定による特別養子又は日本人の子として出生した者 

日 本 人 の  
配 偶 者 等  

永住者の在留資格をもつて在留する者若しくは特別永住者（以下「永住者等」と
総称する。）の配偶者又は永住者等の子として本邦で出生しその後引き続き本邦
に在留している者 

永 住 者 の  
配 偶 者 等  

法務大臣が特別な理由を考慮し一定の在留期間を指定して居住を認める者 定 住 者  

在 留 資 格

本邦の大学若しくはこれに準ずる機関、専修学校の専門課程、外国において十二
年の学校教育を修了した者に対して本邦の大学に入学するための教育を行う機関
又は高等専門学校において教育を受ける活動 

本邦において行うことができる活動 

留 学  

本邦の高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）若しくは盲学校、聾学校若
しくは養護学校の高等部、専修学校の高等課程若しくは一般課程又は各種学校（こ
の表の留学の項の下欄に規定する機関を除く。）若しくは設備及び編制に関し        
てこれに準ずる教育機関において教育を受ける活動 

就 学  

本邦の公私の機関により受け入れられて行う技術、技能又は知識の修得をする活
動（この表の留学の項及び就学の項の下欄に掲げる活動を除く。） 

研 修  

一の表、二の表又は三の表の上欄の在留資格（外交、公用及び短期滞在を除く。）
をもつて在留する者又はこの表の留学、就学若しくは研修の在留資格をもつて在
留する者の扶養を受ける配偶者又は子として行う日常的な活動 

家 族 滞 在  

在 留 資 格

ろう 

法務大臣が個々の外国人について特に指定する活動 

本邦において行うことができる活動 

特 定 活 動  

在 留 資 格

四

五

別表第二（第二条の二、第十九条関係）
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法別表第一の一の表の外交の項の下欄に掲げる活動（「外交活動」と称する。）
を行う期間 

在　留　期　間 

外 交  

法別表第一の一の表の公用の項の下欄に掲げる活動（「公用活動」と称する。）
を行う期間 

公 用  

三年又は一年 教 授  

三年又は一年 芸 術  

三年又は一年 宗 教  

三年又は一年 報 道  

三年又は一年 投 資 ・ 経 営

三年又は一年 法律・会計業務 

三年又は一年 医 療  

三年又は一年 研 究  

三年又は一年 教 育  

三年又は一年 技 術  

三年又は一年 人 文 知 識 ・
国 際 業 務

三年又は一年 企 業 内 転 勤

一年，六月又は三月 興 行  

三年又は一年 技 能  

一年又は六月 文 化 活 動  

在 留 資 格

（2）在留期間一覧表

入管法施行規則別表第二
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九十日，三十日又は十五日 短 期 滞 在  

二年又は一年 留 学  

一年又は六月 就 学  

一年又は六月 研 修  

三年，二年，一年，六月又は三月 家 族 滞 在  

無期限 永 住 者  

三年又は一年 日 本 人 の  
配 偶 者 等

三年又は一年 永 住 者 の  
配 偶 者 等

一　法第七条第一項第二号の告示で定める活動を指定される者にあっては，三年，
　　一年又は六月 
二　一に掲げる活動以外の活動を指定される者にあっては，一年を超えない範囲
　　内で法務大臣が個々の外国人について指定する期間 

特 定 活 動  

一　法第七条第一項第二号の告示で定める地位を認められる者にあっては，三年
　　又は一年 
二　一に掲げる地位以外の地位を認められる者にあっては，三年を超えない範囲
　　内で法務大臣が個々の外国人について指定する期間 

定 住 者  
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1兆 6千億
円
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時価総額で

過半数越え 
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コラム 

それでは中小企業の会計基準はどうなってるの？

中小企業における会計基準としては大きく 2つが提供されています。
１つは中堅規模の中小企業向けの「中小企業会計指針」ともう1つは小規模な中小企業向けの「中小企業
会計要領」です。
中小会計指針は、会計の専門家が役員に入っている会計参与設置会社が適当とされているように一定の水

準を保った会計処理を示したものですが、中小会計要領は中小会計指針よりも簡便なものとされています。
また、国際会計基準との関係では、中小会計指針では国際会計基準の改定の影響を受け、それに伴い改定
を行っています。これに対し中小企業会計要領は、さらに小規模な中小企業を対象としているため、国際会計
基準の影響を受けないとしているように、大きく違っています。中小企業会計要領の方が小規模な中小企業向
けに経営者が財務状況を把握・活用しやすくできていると言えます。
従って、会計基準としては、IFRSはオリンピック基準、上場会社等大会社向け日本基準は国体基準、それ以
外に中小企業向けの中小会計指針、中小会計要領などが存在し、会計基準のトリプルスタンダードとかダブ
ルスタンダードと言わざるを得ません。
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グロ ーバル化に伴う富と所得の「格差」と税務

駿台会計人倶楽部

税理士 寺門 孝彦
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〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜
第２章 成長と分配の好循環の拡大と中長期の発展に向けた重点課題

「人材への投資による生産性向上」を実現するため、働き方改革を推進するとともに、投資やイノベーション
の促進を図る。持続的な経済成長を実現するため、消費の活性化を図る。地方創生、中小企業支援を
進め、安全で安心な暮らしと経済社会の基盤を確保する。

３．消費の活性化
消費の活性化のため、引き続き、賃金の継続的な引上げや賃上げしやすい環境の整備等により、可処分
所得を拡大する。少子化、高齢化が進む中で、ライフスタイルや消費構造の変化を捉えて潜在需要を発
掘することにより、国民が求める新たな財・サービスを生み出す。また、消費者の安全・安心の確保を図る。

（２）新しい需要の喚起
② 観光・旅行消費の活性化

年（平成 年）に訪日外国人旅行者数を 万人、消費額を８兆円とし、日本人国内
旅行消費額を 兆円とする目標の達成等により観光先進国を目指すこととし、政府一丸、官民を挙げ
て、推進体制を強化し、その早期実現に向けて取り組む。 このため、公的施設の魅力向上と更なる開放
を進めるとともに、古民家等を活用した まちづくりを進める。また、国立公園、日本遺産をはじめとする文化
財等の景観の優れた観光資源を保全・活用し、着地型旅行商品の造成促進、広域観光周遊ルートの形
成促 進、地方空港へのＬＣＣ 等の就航促進、高速交通網の活用による「地方創生回廊」の完備、
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自転車利用環境の創出等により地方への誘客につなげる。また、観光地域づくりの 舵取り役を担う法人
（ＤＭＯ ）の形成、官民ファンドの活用による観光地の再生・活性化、宿泊業の生産性向上、観光
経営人材育成等により観光産業の革新を図る。 大人と子供が向き合う時間を確保するため、地域の実
情に応じ、教育現場に混乱が生じないよう対応を検討の上、 年度（平成 年度）から地域
ごとに「キッズウィーク」を設定し、学校休業日の分散化、有給休暇取得の促進、休日における多様な活動
機 会の確保の取組を官民一体として推進する。
〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜
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〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜
旅館業法第一条
この法律は、旅館業の業務の適正な運営を確保すること等により、旅館業の健全な発達を図るとともに、
旅館業の分野における利用者の需要の高度化及び多様化に対応したサービスの提供を促進し、もつて
公衆衛生及び国民生活の向上に寄与することを目的とする。
〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜

【旅館業を行うためには】
旅館業を経営しようとする者は、都道府県知事※の許可を受けなければならない。
（旅館業法 第三条）
※保健所設置市又は特別区にあっては、市長又は区長
旅館業の許可は、旅館業法施行令で定゙める構造 設備基準に従っていなければならない。
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【旅館業とは】
ホテル営業、旅館営業、簡易宿所営業（農家民宿含む）及び下宿営業を指し（旅館業法 第二条）
「宿泊料を受けて人を宿泊させる営業」と定義（旅館業法 第二条 〜 ）されている。

【宿泊料とは】
名目のいかんを問わず実質的に寝具や部屋の使用料とみなされるものは含まれる。
例えば、休憩料はもちろん、寝具賃貸料、寝具等のクリーニング代、光熱水道費、室内清掃費も宿泊料と
みなされる。（「平成 年 月 日付け厚生労働省 生活衛生・食品安全部長通知より）

【宿泊とは】
「寝具を使用して施設を利用すること」（旅館業法 第二条 ）とされている。

【営業とは】
施設の提供が「社会性を持って継続反復されているもの」 に該当するかどうかで判断される。
（平成 年 月 日付け厚生労働省 生活衛生・食品安全部長通知より）

【人を宿泊させる営業とは】
旅館業がアパート等の貸室業と比較すると
① 施設の管理・経営形態を総体的にみて、宿泊者のいる部屋を含め施設の衛生上の維持管理責任が

営業者にあると社会通念上認められること、
② 施設を利用する宿泊者がその宿泊する部屋に 生活の本拠を有さないこと

となっている。（平成 年 月 日付け厚生労働省 生活衛生・食品安全部長通知より）

【旅館業法の改正方針】
旅館業法は平成 年 月にも改正されており、そこでは「簡易宿所の施設延べ面積と収容人数につい
て」変更があり、旅館業許可を比較的容易に取得できるようにすることを目的としている。
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〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜
国家戦略特別区域法 第一条
この法律は、我が国を取り巻く国際経済環境の変化その他の経済社会情勢の変化に対応して、我が国の
経済社会の活力の向上及び持続的発展を図るためには、国が定めた国家戦略特別区域において、経済
社会の構造改革を重点的に推進することにより、産業の国際競争力を強化するとともに、国際的な経済
活動の拠点を形成することが重要であることに鑑み、国家戦略特別区域に関し、規制改革その他の施策
を総合的かつ集中的に推進するために必要な事項を定め、もって国民経済の発展及び国民生活の向上
に寄与することを目的とする。
〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜

参考 国家戦略特区に指定されている地域
東京都、神奈川県、千葉県千葉市、千葉県成田市、宮城県仙台市、秋田県仙北市、
新潟県新潟市、大阪府、兵庫県養父市、京都府、広島県、愛知県、福岡県福岡市、
福岡県北九州市、沖縄県
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民泊条例制定自治体
東京都（大田区）、大阪府（大阪市・大阪市外）、兵庫県養父市、福岡県北九州市

民泊条例制定検討自治体
神奈川県、千葉市、新潟市

特区民泊申請手続き（大田区）の例
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〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜
住宅宿泊事業法 第 条
この法律は、我が国における観光旅客の宿泊をめぐる状況に鑑み、住宅宿泊事業を営む者に係わる届出
制度並びに住宅宿泊管理業を営む者及び住宅宿泊仲介業を営む者に係わる登録制度を設ける等の措
置を講ずることにより、これらの事業を営む者の業務の適正な運営を確保しつつ、国内外からの観光旅客
の宿泊に対する需要に適格に対応してこれらの者の来訪及び滞在を促進し、もって国民生活の安定向上
及び国民経済の発展に寄与することを目的とする。
〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜〜

【本法律における住宅とは】
・ 台所、浴室、便所、洗面設備その他の当該家屋を生活の本拠として使用するために必要な・設備が設け
られていること

・ 人の居住の用に供されていると認められるもの

【規制の対象は】
・ 住宅宿泊事業者（住宅宿泊事業法 第 〜 条）
・ 住宅宿泊管理業者（住宅宿泊事業法 第 〜 条）
・ 住宅宿泊仲介業者（住宅宿泊事業法 第 〜条）

【住宅宿泊事業とは】
・ 旅館業法で定める（ 形態）の営業者以外の者が宿泊料を受けて住宅に人を宿泊させる事業
・ 人を宿泊させる日数が 年間で 日を超えないもの（住宅宿泊事業法 第 条 ）

【住宅宿泊事業者とは】
・ 住宅宿泊事業を都道府県知事※に事業を営む旨の届出をしたもの
※ 都道府県知事に代わり、保健所設置市（政令市、中核市等）、特別区（東京 区）が監督

（届出の受理を 含む）・条例制定事務を処理できることとする

【住宅宿泊事業の事業形態】
・ 家主居住型
住宅宿泊事業者に対し、住宅宿泊事業の適正な遂行のための措置（衛生確保措置、 騒音防止のた
めの説明、苦情への対応、宿泊者名簿の作成・備付け、標識の掲示等）を義務付け

・ 家主不在型
住宅宿泊事業者に対し、上記措置を住宅宿泊管理業者に委託することを義務付け
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【住宅宿泊事業を行える住宅とは】
・ 家屋内に台所、浴室、便所、洗面設備その他の生活の本拠として使用するために必要なものとして国土
交通省令・厚生労働省令で定める設備が設けられていること。（住宅宿泊事業法 第 条 項 ）

・ 現に生活の本拠として使用されている家屋、従前の入居者の賃貸借の期間満了後新たな入居者の募集
が行われている家屋その他の家屋であって、人の居住の用に供されていると認められるものとして国土交通
省令・厚生労働省令で定めるものに該当すること（住宅宿泊事業法 第 条 項 ）

【住宅宿泊管理業務とは】
・ 定期的な清掃、宿泊者の衛生確保、宿泊者名簿の作成・保存、周辺地域の生活環境への悪影響防
止、 苦情等への対応等。詳細は国土交通省令・厚生労働省令にて定められる。
（住宅宿泊事業法 第 条 項 および 住宅宿泊事業法 第 〜 条）
・ 住宅宿泊事業の適切な実施のために必要な届出住宅の維持保全に関する業務（住宅宿泊事業法 第

条 ）

【住宅宿泊管理業務を行うためには】
・ 国土交通大臣の登録を受けることが必要
・ 賠償保険への加入が推奨（新聞報道）
・ 住宅宿泊事業者への定期報告すること
・ 業務に関する帳簿を備付けること

【住宅宿泊仲介業務とは】
・ 宿泊者のため、届出住宅における宿泊のサービスの提供を受けることについて、代理して契約を締結し媒
介をし、または取次ぎをする行為

・ 住宅宿泊事業者のため、宿泊者に対する届出住宅における宿泊サービスの提供について、代理して契約
を締結し、又は媒介をする行為（住宅宿泊事業法 第 条 ）

【住宅宿泊仲介業務を行うためには】
・ 観光庁長官の登録が必要
・ 宿泊者と締結する仲介業に関する契約に関し、宿泊仲介業約款を作成、観光庁長官に届け出
・ 観光庁長官は業務に関する報告を求めることができる
・ 営業所若しくは事務所への立入り、業務の状況、帳簿書類等の検査
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【民泊事業の課題】
・ 年初施行が噂されるが、現時点で国交省令、厚労省令、ガイドライン、条例等が制定されていない
ため、事業開始に向けた準備が困難。

・ 年間営業日数が上限 日と定められているため、民泊事業者が充分な収益を上げることが困難。
・ マンション等の集合住宅において、他住民の同意を得ず民泊事業を行うことで発生する住民間トラブル
（違法民泊においてすでに発生中）をいかにして抑えるか。

→ 国土交通省はマンション管理組合に民泊の受け入れ可否を管理規約に明記するため「マンション標準
管理規約」（国土交通省の作る管理規約の雛形）の改定に向けた作業中。

・ 各自治体の制定する条例の内容により規制内容が異なるため、自治体ごとに事業環境が大きく異なる。
・ 法律上は年間営業日数 日が上限（住宅宿泊事業法 第 条 項）となっているが、都道府県
（または保健所設置市）が「合理的に必要と認められる限度」で、条例により実施期間を制限することが
できる。（同法 第 条）

ex 推進に慎重な北海道札幌市では、一部地域での営業日数制限を厳しく（ 日から短縮）することを検討
（道内の農山漁村での体験型民泊は積極推進）
京都市 マンションなど集合住宅での営業を原則禁止するなど独自の規制を検討
長野県軽井沢町「民泊施設は認めません」
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外国人労働者の労務管理

社会保険労務士駿台会

特定社会保険労務士 富田 朗 (2 、 4 執筆）

特定社会保険労務士 高橋 謙一 (1 、 3 執筆）
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日本年金機構資料 参照

相手国 協定発効年月
期間
通算

二重防止の対象となる社会保障制度
日本 相手国

ドイツ 平成 年２月 ○ ●公的年金制度 ●公的年金制度
イギリス 平成 年２月 ― ●公的年金制度 ●公的年金制度
韓国 平成 年４月 ― ●公的年金制度 ●公的年金制度

アメリカ 平成 年 月 ○
●公的年金制度
●公的医療保険制度

●社会保障制度（公的年金制度）
●公的医療保険制度（メディケア）

ベルギー 平成 年１月 ○

●公的年金制度
●公的医療保険制度

●公的年金制度
●公的医療保険制度
●公的労災保険制度
●公的雇用保険制度

フランス 平成 年６月 ○
●公的年金制度
●公的医療保険制度

●公的年金制度
●公的医療保険制度
●公的労災保険制度

カナダ 平成 年３月 ○
●公的年金制度 ●公的年金制度

（ケベック州年金制度を除く）
オーストラリア 平成 年１月 ○ ●公的年金制度 ●退職年金保障制度

オランダ 平成 年３月 ○
●公的年金制度
●公的医療保険制度

●公的年金制度
●公的医療保険制度
●雇用保険制度

チェコ 平成 年６月 ○
●公的年金制度
●公的医療保険制度

●公的年金制度
●公的医療保険制度
●雇用保険制度

スペイン 平成 年 月 ○ ●公的年金制度 ●公的年金制度
アイルランド 平成 年 月 ○ ●公的年金制度 ●公的年金制度
ブラジル 平成 年３月 ○ ●公的年金制度 ●公的年金制度

スイス 平成 年３月 ○
●公的年金制度
●公的医療保険制度

●公的年金制度
●公的医療保険制度
●雇用保険制度

ハンガリー 平成 年１月 ○
●公的年金制度
●公的医療保険制度

●公的年金制度
●公的医療保険制度
●雇用保険制度

インド 平成 年 月 ○ ●公的年金制度 ●公的年金制度

ルクセンブルク 平成 年８月 ○

●公的年金制度
●公的医療保険制度

●公的年金制度
●公的医療保険制度
●公的労災保険制度
●公的雇用保険制度

参考：この他に、イタリア、フィリピン及びスロバキアと社会保障協定が締結されています
（まだ、発効されていません）。

－ 65 －



－ 66 －



－ 67 －



－ 68 －



－ 69 －



－ 70 －



－ 71 －





－ 73 －





－ 75 －



－ 76 －



－ 77 －



注１）領事認証制度とは、自国の官憲等に提出される外国官憲の認証ある証明書が、権限ある者によって真正
に作成された書面であるかどうかを判断することは困難であるため、国際慣行として、当該公文書が真正に作成され
たものであることを当該公文書の作成機関が属する国の関係官庁が証明し、更にそれを同国に駐在する自国の外
交官又は領事館が確証することをいう（登記研究617号）
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※ ここでの評価基準は固定資産評価基準をいう。
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※民事再生手続における財産評定は、債務者の破産を前提とした財産評価を求めるものとされている。（民事
再生規則56条）財産評定は再生手続きでありながら、①の清算前提の早期処分価格を求めることとなる。

※民事再生法においては、必要がある場合には、上記①の清算前提の早期処分価格と併せて、②の事業を継
続することを前提とした場合の評価をすることができるとされている。    

※民事再生手続において、財産の価額について争いがある場合には、評価人による評価により裁判所が価額を
決定する。（民事再生法150条2項）不動産の評価については不動産鑑定士が関与する。
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各士業における研修報告

各士業の「グローバル化」・「公的機関との関わり」

2017 年 9 月 9 日発行

　　　 弁 護 士　　奥野　大作

公 認 会 計 士　　深谷　 豊　

税 理 士　　寺門　孝彦

特定社会保険労務士　　高橋　謙一

司 法 書 士　　熊谷　健太

行 政 書 士　　髙松　剛敏

不動産鑑定士　　内田　憲一

　　　 明治大学士業会 研修委員会

　委員長　大森　和夫（不動産鑑定士）

　　 アライ印刷株式会社
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東京都千代田区猿楽町 2-1-2

電話 03-3294-6104
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